
様式３号

契 約 の 内 容

施 設 名 福島地方環境事務所

業 務 名 令和２年度中間貯蔵施設設置に伴う土地建物等調査等業務

契 約 年 月 日 令和 ２年 ４月 １日

契 約 方 法 随意契約

業 務 場 所 土地等の取得等に関係する地域

業 務 種 別 土地等の取得等に関係する用地調査等

契 約 業 者 名 （一般社団法人）日本補償コンサルタント復興支援協会

会長 川畑 清夫

契約業者の住所 東京都港区虎ノ門１丁目１番２０号

工 期 （ 自 ） 令和 ２年 ４月 １日

工 期 （ 至 ） 令和 ３年 ３月３１日

、 、業 務 概 要 本業務は 中間貯蔵施設の設置に必要な用地取得に伴い

支障となる土地等の調査、業務の進捗状況の管理・報告及

び物件の調査算定を行うものである。

なお、土地及び物件等の調査に際して必要となる放射線

の管理及び安全対策についても同時に行うものとする。

契 約 金 額 ６８１５６００００ 円（消費税込）, ,

予 定 価 格 ６８１６４００００ 円（消費税込）, ,
（随意契約の場合）



様式７号 

随意契約理由書 

施設名：福島地方環境事務所 

 

工 事 名 令和２年度中間貯蔵施設設置に伴う土地建物等調査等業務 

契 約 業 者 名 （一般社団法人）日本補償コンサルタント復興支援協会 

会長 川畑 清夫 

随意契約理由 当該事業は、施設整備を早期に行うために、用地取得を加速化

することが必要であることから、緊急かつ継続的に必要な補償業

務管理士等を配置する必要があり、復興支援協会は、迅速かつ確

実に業務を遂行できる唯一の機関であることは、設立及び業務実

績からも明らかである。 

以上の理由により、契約の性質又は目的が競争を許さない場合と判

断されるので、会計法第２９条の３第４項に基づき、本業務の請負契約

の相手方として復興支援協会と随意契約を締結するものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


